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第１章 計画の概要 

 

第１節 計画策定の趣旨 

 

 鏡野町は、平成１７（２００５）年３月１日に苫田郡内の鏡野町、奥津町、上齋原村、富村の

４町村が合併して誕生した町です。町民の参画と協働によるまちづくりを基本とし、「ひとと自

然にやさしい虹が広がる里」の実現を目指してさまざまな取組を進めています。 

 鏡野町に誇りを持ち、誰もがまちづくりの主人公になれるまちを、町民・事業者・町が一体に

なって創り育てるためには、すべての人が性別にかかわらず、その個性と能力を十分に発揮す

るとともに、互いにその人権を尊重し、責任も共に分かち合う男女共同参画の実現は重要な課

題であり、豊かで活力ある未来を築くために必要不可欠なことでもあります。 

また、平成２７（２０１５）年に女性の職業生活における活動の推進に関する法律（以下「女

性活躍推進法」という。）が公布、平成２８（２０１６）年４月に完全施行され、職場等での女

性活躍の躍進が求められるなど、より一層女性の活躍が期待されることとなりました。 

そこで、男女共同参画社会の実現に向けて鏡野町の目指す方向を明らかにし、男女共同参画

に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、鏡野町男女共同参画基本計画（以下「本計

画」という。）を策定しました。 

 本計画は令和５年（２０２３）年２月に実施した「鏡野町町民アンケート」の結果などを参考

に、国の「第５次男女共同参画基本計画」及び県の「第５次おかやまウィズプラン」を考慮し、

本町の「第２次総合計画」やその他の関連計画と整合性を取りながら、男女共同参画社会実現

に向けて取り組むものとします。 

 

 

第２節 計画の位置付け 

 

 本計画は、男女共同参画基本法（以下「基本法」という。）第１４条第３項※１に基づく男女共

同参画推進のための総合的な計画です。あわせて、本計画の第４章第５節を配偶者からの暴力

防止及び被害者の保護等に関する法律（以下「ＤＶ防止法」という。）第２条の３第３項※２に基

づく、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」

である「鏡野町ＤＶ防止基本計画」と位置付けます。 

 また、本計画の第４章第４節を女性活躍推進法第６条第２項※３に基づく「市町村の区域内に

おける女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画」である「鏡野町女性

職業生活活躍推進計画」と位置付けます。 
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※１ 基本法第１４条第３項の条文 

市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市

町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

 

※２ ＤＶ防止法第２条の３第３項の条文 

市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案し

て、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関す

る基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければ

ならない。 

 

※３ 女性活躍推進法第６条第２項の条文 

市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県基

本方針計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるも

のとする。 

 

 

第３節 計画の期間 

 

この計画の期間は、令和６（２０２４）年度から令和１０（２０２８）年度までの５年間とし

ます。なお、国内外情勢の動向や社会経済情勢の変化、計画の進展状況等に応じて必要な見直

しを行います。 
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第２章 計画策定の背景  

 

第１節 男女共同参画社会について 

 

 平成１１（１９９９）年に施行された基本法は、日本国憲法における「個人の尊重と法の下の

平等」の考え方に基づき、表１のとおり５つの理念を掲げています。 

 基本法第２条では、男女共同参画社会が、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思

によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政

治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」

と定義されています。つまり性別にかかわらず、意欲に応じてあらゆる分野で活躍できる社会

を目指しています。 

 

 

表１ 男女共同参画社会を実現するための５本の柱 

基本理念（５本の柱） 内  容 

男女の人権の尊重 

男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別をなくし、男性

も女性もひとりの人間として能力を発揮できる機会を確保す

る。 

社会における制度又は 

慣行についての配慮 

固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が様々な活動がで

きるように社会の制度や慣行の在り方を考える。 

政策等の立案及び 

決定への共同参画 

男女が社会の対等なパートナーとして、あらゆる分野におい

て方針の決定に参画できる機会を確保する。 

家庭生活における活動と 

他の活動の両立 

男女が対等な家族の構成員として、互いに協力し、社会の支援

も受け、家族としての役割を果たしながら、仕事や学習、地域

活動等ができるようにする。 

国際的協調 
男女共同参画づくりのために、国際社会とともに歩むことも

大切である。他の国々や国際機関と相互に協力して取り組む。 

出典：内閣府 
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第２節 国際的な動き 

 

男女共同参画に関する国際的な取組は、国際連合（以下、「国連」という。）を中心として推進

されています。昭和５０（１９７５）年を「国際婦人年」とすることを宣言し、同じ年に開催し

た第１回世界女性会議においては、「世界行動計画」が採択されました。 

その後も、国連婦人の地位委員会における取組の評価・勧告、広報・啓発の活動など、女性の

地位向上を目指した国際的な取組は、現在も継続して積極的に進められています。 

 しかしながら、令和５（２０２３）年６月に発表された「ジェンダー・ギャップ指数※」で、

日本は１４６か国中、１２５位と、スコアは横ばいですが、順位は過去最低となりました。 

  

 

表２ ジェンダー・ギャップ指数（２０２３年） 

 

４３ アメリカ 0.748 

      

７９ イタリア 0.705 

      

１０２ マレーシア 0.682 

      

１０５ 韓国 0.680 

      

１０７ 中国 0.678 

      

１２４ モルディブ 0.649 

１２５ 日本 0.647 

 

                        ・ 

                        ・ 

                        ・ 

※ジェンダー・ギャップ指数 

 各国（２０１７年は、全１４４か国）における男女格差を明らかにするため、世界的な企業約

１，０００社で構成する国際的な非営利団体「世界経済フォーラム」が毎年発表している。 

経済、教育、政治、保健の４分野のデータから作成され、０が完全不平等、１が完全平等を意味

している。 

出典：内閣府男女共同参画局 

順 位 国 名 値 

１ アイスランド 0.912 

２ ノルウェー 0.879 

３ フィンランド 0.863 

４ ニュージーランド 0.856 

５ スウェーデン 0.815 

６ ドイツ 0.815 

      

１５ 英国 0.792 

      

３０ カナダ 0.770 

      

４０ フランス 0.756 
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第３節 国内の動き 

 

国内では、昭和５２（１９７７）年に「世界行動計画」を踏まえた「国内行動計画」を策定し、

昭和６０（１９８５）年の「女子差別撤廃条約」の批准に当たっては、男女雇用機会均等法の制

定等、法律・制度面の整備を進めました。 

また、平成７（１９９５）年に第４回世界女性会議で採択された「北京宣言」「行動綱領」や、

男女共同参画審議会が答申した「男女共同参画ビジョン」を踏まえ、平成８（１９９６）年に

は、男女共同参画社会の促進に関する計画「男女共同参画２０００年プラン」を策定しました。 

さらに平成１１（１９９９）年には、５つの基本理念と国・地方公共団体・国民の責務を明記

した男女共同参画基本法が成立、翌年には同法に基づく「男女共同参画基本計画」を策定しま

した。その後、平成１７（２００５）年に第２次、平成２２（２０１０）年に第３次、平成２７

（２０１５）年には「第４次男女共同参画基本計画」がそれぞれ策定され、関連施策の推進が図

られました。 

平成２７（２０１５）年に女性の職業生活における活動の推進に関する法律が公布され、平

成２８（２０１６）年に完全施行となりました。女性活躍推進法は、女性活躍推進のための事業

主行動計画の策定などを盛り込み、職場等でより一層女性が活躍するための施策の推進が図ら

れています。 

 令和２（２０２０）年からの新型コロナウイルス感染症拡大による外出自粛や休業等で、生

活不安ストレスからＤＶや性暴力の増加・深刻化や、増加した家事・育児等の負担が女性へ集

中するなどの懸念もあり、取り組むべき課題が明らかになりました。 

こうした課題を踏まえ、令和２（２０２０）年に、第５次男女共同参画基本計画を策定し、

「すべての女性が輝く令和の社会」の実現に向けた取組を推進しています。 

 

第５次男女共同参画基本計画における目指すべき社会 

① 男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公正で多様性に富んだ、活力

ある持続可能な社会 

② 男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会 

③ 仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した職業生活、その他の社会生活、家庭生活を

送ることができる社会 

④ あらゆる分野に男女共同参画・女性活躍の視点を取り込み、ＳＤＧｓで掲げられている包

摂的かつ持続可能な世界の実現と軌を一にした取組を行い、国際社会と協調する社会 

 

出典：内閣府第５次男女共同参画基本計画 
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国の現況（第５次男女共同参画基本計画から一部抜粋し、引用） 

◆あらゆる分野における女性の活躍 

項 目 現 状 目標（期限） 

国家公務員の女性登用 

本省課室長相当職に占める女性の割合 ６．９％ 

（２０２２年７月） 

１０％ 

（２０２５年度末） 

係長相当職（本省）に占める女性の割合 ２８．３％ 

（２０２２年７月） 

３０％ 

（２０２５年度末） 

地方公務員の女性登用 

 都道府県（市町村）の本庁課長相当職に占める女性

の割合 

１３．９％ 

（２０２２年） 

１６％ 

（２０２５年度末） 

 都道府県（市町村）の本庁係長相当職に占める女性

の割合 

２２．４％ 

（２０２２年） 

３０％ 

（２０２５年度末） 

民間企業の女性登用 

 課長相当職に占める女性の割合 １３．９％ 

（２０２２年） 

１８％ 

（２０２５年） 

 係長相当職に占める女性の割合 ２４．１％ 

（２０２２年） 

３０％ 

（２０２５年） 

男性の育児休業取得率 

 国家公務員 ３４．０％ 

（２０２１年度） 

３０％ 

（２０２５年） 

 地方公務員 １９．５％ 

（２０２１年度） 

３０％ 

（２０２５年） 

 民間企業 １３．９７％ 

（２０２１年度） 

３０％ 

（２０２５年） 
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◆政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

項 目 現 状 目標（期限） 

国の審議会等に占める女性の割合 

審議会等委員 ４３．０％ 

（２０２２年） 

４０％以上、６０％

以下（２０２５年） 

審議会等専門委員等 ３３．８％ 

（２０２２年） 

４０％以上、６０％

以下（２０２５年） 

地方公共団体の審議会等に占める女性の割合 

 都道府県の審議会等委員 ３４．０％ 

（２０２２年） 

４０％以上、６０％

以下（２０２５年） 

 市町村の審議会等委員 ２８．０％ 

（２０２２年） 

４０％以上、６０％

以下（２０２５年） 

 

◆雇用等における男女共同参画の推進と仕事の生活の調和 

項 目 現 状 目標（期限） 

年次有給休暇取得率 ５８．３％ 

（２０２１年又は２

０２０年会計年度） 

７０％ 

（２０２５年） 

 

◆男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 

項 目 現 状 目標（期限） 

保育所等待機児童数 ２．９４４人 

（２０２０年４月） 

「新子育て安心プラ

ン」を踏まえ設定 

 

◆教育、メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解の促進 

項 目 現 状 目標（期限） 

「社会全体における男女の地位の平等感」における

「平等」と答えた者の割合 

１４．７％ 

（２０２２年） 

ほぼ全てを目標とし

つつ当面５０％ 

（２０２５年） 
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第４節 岡山県の動き 

 

岡山県では、平成３（１９９１）年に「第４次岡山県総合福祉計画」の中に初めて「女性」の

項目を設け、県政の重要施策として位置付けました。 

平成９（１９９７）年には「岡山県男女共同参画推進本部」を設置し、さらに平成１１（１９

９９）年には、男女共同参画社会づくりを推進していくための総合拠点施設として岡山県男女

共同参画推進センター（愛称：ウィズセンター）を設置するなど施策の推進体制を整備しまし

た。 

平成１３（２００１）年には男女共同参画社会の実現に向けた県の方針や具体的施策を示し

た「おかやまウィズプラン２１」を策定し、「岡山県男女共同参画の促進に関する条例」を施行

しました。 

平成１８（２００６）年に新おかやまウィズプラン、平成２３（２０１１）年に第３次おかや

まウィズプラン、平成２８（２０１６）年度に第４次おかやまウィズプラン、令和３（２０２

１）年に第５次おかやまウィズプランを策定し、男女が共に輝くおかやまづくりを実現に向け

取組んでいます。 

 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会の基盤づくり 

重点目標１ 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し 

重点目標２ 男女共同参画に関する情報収集と調査・研究の推進 

重点目標３ 学校・家庭・地域における男女平等に関する教育・学習の推進 

重点目標４ 男性にとっての男女共同参画の推進 

 

基本目標Ⅱ 男女の人権が尊重される社会の構築 

  重点目標５ 男女間のあらゆる暴力の根絶 

  重点目標６ 情報化社会における女性の人権の尊重 

  重点目標７ 生涯を通じた女性の健康支援 

重点目標８ 生活困難を抱える人々が安心して暮らせる環境づくり 

 

基本目標Ⅲ 男女が共に活躍する社会づくり 

重点目標９ 政策・方針決定過程への女性の参画促進 

重点目標１０ 地域社会における男女共同参画の推進 

重点目標１１ さまざまな分野・産業における女性の活躍の場の拡大 

重点目標１２ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 

重点目標１３ 女性のチャレンジ支援 

重点目標１４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 
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２．第５次おかやまウィズプランの数値目標（一部抜粋） 

◆基本目標Ⅰ 男女共同参画の基盤づくり 

数値目標（抜粋） 策定時 目標値 

県民満足度調査「男女がともに能力を発揮して活躍できる環境に

なっている」の満足度の平均点 

２．８８点 

（R２） 

３．０８点 

（R７） 

男女共同参画青少年課・ウィズセンターで実施する事業の参加者

数における男性比率 

１８．６％ 

（R 元） 

３０．０% 

（R７） 

育児休暇取得率 女性 ８５．７% 

（H３０） 

９０．０% 

（R６） 

男性 ５．４% 

（H３０） 

１０．０% 

（R６） 

 

◆基本目標Ⅱ 男女の人権が尊重される社会の構築 

数値目標（抜粋） 策定時 目標値 

配偶者暴力相談支援センター又は女性相談員を設置している市町

村数 

４市町村 

（R 元） 

９市町村 

（R７） 

成人女性の１週間に１日以上運動・スポーツをする割合 ３５．０％ 

（R２） 

５５．０％ 

（R７） 

自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数） １４．３人 

（R 元） 

１３．０人 

（R７） 

 

◆基本目標Ⅲ 男女が共に活躍する社会づくり 

数値目標（抜粋） 策定時 目標値 

女性の生産年齢人口に対する常用労働者の割合 ６２．４％ 

（R 元） 

６５．８％ 

（R７） 

女性の活躍推進への取組を行っている企業の割合 ４２．０％ 

（H３０） 

６０．０％ 

（R６） 

おかやま子育て応援宣言企業のうち、従業員の仕事と家庭の両立

支援に積極的な「アドバンス企業」認定数 

１７社 

（R 元） 

１５０社 

（R６） 
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第５節 鏡野町の動き 

 

 本町では、平成２１（２００９）年に男女共同参画社会の実現を目指すことを目的とした鏡

野町男女共同参画社会推進委員会規則（平成２１年鏡野町規則第１２号）を制定しました。 

平成２３（２０１１）年には、男女共同参画社会の実現に向けて、鏡野町の目指す方向を明ら

かにした、男女共同参画に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、鏡野町男女共同参

画基本計画を策定しました。平成３１年（２０１９）年には鏡野町男女共同参画推進条例（平成

３１年鏡野町条例第１号）を制定しました。その後、第２次鏡野町男女共同参画基本計画を策

定し、基本目標に沿って取り組んでいます。令和４年度時点の達成状況は次のとおりです。 

 

第２次鏡野町男女共同参画基本計画における数値目標達成状況について（一部抜粋） 

目標の内容 
第２次計画時の 

目標値 

令和４年度 

時点の値 

男女共同参画に関する情報の啓発 １回／年 １回 

事業所に向けたワーク・ライフ・バランスの情報発信 １回／年 ０回 

町の審議会や委員会の委員における女性の割合 ３０％ ２６．５６％ 

役場職員における女性の割合（全体） ５０％ ５３．２７％ 

保育園等の待機児童数 ０人 ９人 

ＤＶ防止に関する広報活動 １回／年 
１回 

（新成人に配布） 

人権に関する講演会の開催 １回／計画期間中 １回 

健康づくりに関する講演会の開催 １回／計画期間中 １回 

事業所に向けたワーク・ライフ・バランスの情報発信は、情報不足で発信ができていません

でした。町の審議会や委員会の委員における女性の割合が、目標達成できなかったのは、各種

団体の長をあて職としていることが多く、その当時会長になっている方に男性が多いというこ

とが考えられます。保育園等の待機児童については、子育て支援の充実により、町内に子育て

世代の転入が増えたものの、園舎の定員や保育士不足により受入人数が限られていることで増

加しています。
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第３章 鏡野町の現況 

 

 

第１節 人口の推移 

 

 鏡野町の人口は、昭和４５年は１８，２８０人でしたが、年々減少し、令和２年には１２，０

６２人となりました。また、高齢化率も昭和４０年は１３．９％であったのに対し、令和２年は

３８．５％となっています。国内でも高齢化が進み、社会問題となっていますが本町も高齢化

率が年々上昇し深刻な問題となっています。 

 

 

出典：各年国勢調査確定値 
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鏡野町の男女別人口・世帯数・高齢化率の推移 

区  分 昭和４０年 昭和４５年 昭和５０年 昭和５５年 昭和６０年 平成２年 

男性人口（人） １０，０４９ ８，６８１ ８，２２４ ８，３７５ ８，３４９ ７，８８７ 

女性人口（人） １０，７５８ ９，５９９ ９，１５３ ９，１１８ ９，１０８ ８，６１３ 

合計（人） ２０，８０７ １８，２８０ １７，３７７ １７，４９３ １７，４５７ １６，５００ 

世帯数 ４，９９７ ４，８０６ ４，８１７ ４，８３１ ４，９３６ ４，７０４ 

高齢化率（％） １０．９ １３．９ １５．９ １７．５ １９．４ ２２．６ 

 

区  分 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年 

男性人口（人） ７，４７５ ７，２８７ ６，６４６ ６，４２２ ６，０９２ ５，８１０ 

女性人口（人） ８，２５６ ７，８０４ ７，４１３ ７，１５８ ６，７５５ ６，２５２ 

合計（人） １５,７３１ １５,０９１ １４，０５９ １３，５８０ １２，８４７ １２，０６２ 

世帯数 ４，６５０ ４，８３６ ４，６７４ ４，７２５ ４，６６９ ４，６４３ 

高齢化率（％） ２７．７ ３０．９ ３３．３ ３４．５ ３６．６ ３８．５ 

出典：各年国勢調査確定値を元に作成 

 

 

 

 

 

第２節 女性の就労 

 

 右記のグラフは、平成１２年から５年毎に鏡野町の女性の労働力率を年齢別に示したもので

す。一般的に知られている女性労働力率グラフの特徴であるＭ字カーブが、鏡野町でもみられ

ます。結婚や出産期に当たる年代（主に２０歳代後半から３０歳代後半にかけて）に労働力率

が一旦低下し、育児が落ち着いた時期（３０歳代後半以降）に再び上昇しているものです。 

 各年のデータを比べると、徐々にＭ字の谷の部分が浅くなり令和２年にはほとんどなくなっ

ているため、女性の労働力率が全体的に上がっていることがわかります。 
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女性の労働力率の推移（労働力状態不詳を除く） 

 

出典：各年国勢調査確定値を元に作成 

 

鏡野町の女性の労働力率の推移 

（単位 ％） 

 １５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 

平成１２年 １０．０ ８２．１ ６６．１ ６３．４ ６８．４ ８３．４ ８３．９ 

平成１７年 １１．９ ７７．４ ７７．４ ７５．６ ７４．８ ７８．９ ８６．０ 

平成２２年 １６．６ ７７．６ ８０．９ ７４．２ ８０．３ ８０．１ ８１．２ 

平成２７年 １３．２ ７９．７ ８３．８ ７９．２ ８０．１ ８４．９ ８４．０ 

令和２年 １８．６ ８０．０ ８３．９ ８４．５ ８５．９ ８８．８ ８８．０ 

 

 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７４歳 ７５歳以上 

平成１２年 ８０．５ ６７．８ ４７．４ ３５．４ ２５．８ ８．４ 

平成１７年 ８０．４ ７３．７ ４７．７ ３４．８ ２２．４ ７．９ 

平成２２年 ７９．９ ７２．６ ５４．０ ２９．０ ２０．９ ６．９ 

平成２７年 ８３．０ ８０．４ ５９．８ ３９．６ ２２．７ ７．１ 

令和２年 ８５．８ ７８．８ ６８．３ ４６．５ ３０．２ １７．２ 

出典：各年国勢調査確定値を元に作成 
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第３節 行政機関等の女性の登用 

 

 鏡野町の行政機関等の登用については、平成２９年のデータと令和４年との比較した数値は

下記のとおりです。 

平成２９年と比較すると審議会や委員会等の委員総数に占める女性委員等の割合は、少しで

すが増えています。 

鏡野町職員の全体の在籍状況の女性割合としましては、平成２９年度の４５．３２％から５

３．２７％に上昇しています。 

 

１．地方自治法（２０２条の３）に基づく審議会等の女性の登用 

 

 

審議会等数 

うち女性委員

を含む審議会

等数 

委員総数 

（人） 

うち 

女性委員数 

（人） 

委員総数に占

める女性委員

の割合 

（％） 

平成２９年 １６ １３ ２２３ ４９ ２１．９７ 

令和４年 １８ １５ ２４１ ６４ ２６．５６ 

 

 

２．地方自治法（１８０条の５）に基づく委員会等の女性の登用 

 

 

委員会等数 

うち女性委員

を含む委員会

等数 

委員総数 

（人） 

うち 

女性委員数 

（人） 

委員総数に占

める女性委員

の割合 

（％） 

平成２９年 ６ ４ ２６ ３ １１．５３ 

令和４年 ５ ４ ３０ ５ １６．６７ 
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３．鏡野町職員の在籍状況 

 

 項目 
総数 

（人） 

うち 

女性職員数 

（人） 

職員総数に占める 

女性職員の割合 

（％） 

平成２９年 
職員（うち一般行政職） ２７８（１３８） １２６（２５） ４５．３２（１８．１１） 

管理職（うち一般行政職） １８（１８） １（１） ５．５５（５．５５） 

令和４年 
職員（うち一般行政職） ３０６（１３６） １６３（４５） ５３．２７（３３．０９） 

管理職（うち一般行政職） ２９（１７） ２（２） ６．９０（１１．７６） 

※内数は、一般行政職の人数 

※管理職は課長に相当する職以上のもの 

 

 

４．鏡野町議会議員の在籍状況 

 

 
議員総数 

（人） 

うち女性議員数 

（人） 

議員総数に占める 

女性議員の割合 

（％） 

平成２９年 １５ １ ６．６７ 

令和４年 １４ ２ １４．２９ 

※各年４月１日現在の状況 

出典：町まちづくり課調べ 
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第４節 男女共同参画に関する意識（令和４年度 鏡野町町民アンケート結果から） 

 

 

鏡野町では、毎年「町民アンケート」を実施しています。鏡野町内に住民登録している１８歳

以上の男女１，０００人を無作為に選出し、日頃感じている事や生活の実態等をアンケート調

査しているものです。 

令和５年２月に実施した町民アンケートから、男女共同参画に対して、日頃から町民がどの

ような意識を持っているかを集計しました。 

 

町民アンケート回答者数（全体） 

配布人数 １，０００人 

アンケート回答数 ４５５人 

 （うち男性） １９９人 

 （うち女性） ２５２人 

 （うちその他） ２人 

 （うち性別無回答） ２人 

 

 

 

町民アンケート回答者数（年代、男女別）    （単位 人）   

 回答者内訳 男性 女性 その他 性別無回答 合  計 

１０歳代 ６ ５   １１ 

２０歳代 １１ ２２ ２  ３５ 

３０歳代 １９ ３１   ５０ 

４０歳代 ３０ ４４   ７４ 

５０歳代 ４２ ４９   ９１ 

６０歳代 ４０ ５０   ９０ 

７０歳代 ３５ ３４   ６９ 

８０歳代 １６ １５   ３１ 

９０歳以上  ２   ２ 

年代無回答    ２ ２ 

合  計 １９９ ２５２ ２ ２ ４５５ 

 

出典：令和４年度 鏡野町町民アンケート集計結果 

 



                                第３章 鏡野町の現況 

１７ 
 

１．様々な分野における男女平等についての意識 

 

町民アンケートによると、全体の約６割近くの人が「学校教育の場は平等であると感じてい

る」と回答しています。しかし、「社会全体」、「社会通念や慣習・しきたり」、「政治の場」では、

男性が優遇されていると感じる人が７～８割を占めています。どの場面においても女性が優遇

されていると感じている割合は少なく１割にもなりません。 

 「社会の多くの場面の中で、男女が平等になっていると思うか」の回答 （単位 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位 人） 

  男性が優遇

されている 

女性が優遇

されている 
平等である 

分からない・

無回答 
合計 

家庭生活 ２３３ ２３ １４８ ５１ ４５５ 

職場 ２０６ １６ １５１ ８２ ４５５ 

学校教育の場 ７０ ７ ２３６ １４２ ４５５ 

政治の場 ３３３ ９ ４９ ６４ ４５５ 

社会通念や慣習・しきたり ３４０ ５ ５４ ５６ ４５５ 

地域活動 ２１０ ２３ １２８ ９４ ４５５ 

社会全体 ３１３ １５ ６２ ６５ ４５５ 

※グラフ内にある「男性が優遇されている」とは、「男性が優遇されている」又は、「やや男性が優遇され

ている」を選択した人数を足したもので、その割合を示したもの。「女性が優遇されている」も「女性が

優遇されている」又は、「やや女性が優遇されている」を選択した人数を足し、割合を示したものです。 

出典：令和４年度 鏡野町町民アンケート集計結果 
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政治の場

社会通念や慣習・しきたり

地域活動

社会全体

男性が優遇されている、やや優遇されている 女性が優遇されている、やや優遇されている

平等である 分からない・無回答
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第４章 計画の内容 

 

 

第１節 基本理念 

 

 基本法に定められている基本理念に沿って、本計画では、次の４つを基本理念として掲げま

す。 

 

● すべての人が個人としての尊厳を重視され、性別による差別的扱いを受けないこと。（男女

の人権の尊重） 

 

● すべての人が社会の対等な一員として、職場、学校、地域等のあらゆる分野における方針の

立案及び決定に平等に参画する機会が確保されること。（政策等の立案及び決定への共同参

画） 

 

● すべての人が性別による固定的な役割分担等を反映した社会制度、または慣行によってその

活動が制限されることなく、職場、学校、地域等のあらゆる分野において自らの意思と責任

において、多様な活動が選択できるよう配慮されること。（社会における制度または慣行に

ついての配慮） 

 

● すべての人が相互の協力と社会の支援の下、育児、介護その他の家庭生活における活動とそ

れ以外の活動に対等に参画し、両立できるように配慮されること。（家庭生活における活動

と他の活動の両立） 
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第２節 計画の体系 

 

鏡野町の男女共同参画社会の実現を目指し、下記の体系のとおり３つの基本目標のもとに、

８つの重点目標を定めます。 

       【重点目標１】 

男女共同参画の視点に立った慣習・慣行

の見直し 
       

        

    
【基本目標Ⅰ】 

男女共同参画社会の基盤づくり 

  【重点目標２】 

男女共同参画に関する情報収集と調査研

究の推進 

鏡
野
町
男
女
共
同
参
画
社
会
叏
実
現 

     

       

      【重点目標３】 

男女平等に関する教育・学習の推進       

      
 

       

      【重点目標１】 

性別にかかわらず、平等に参画できる機

会づくり    
【基本目標Ⅱ】 

すべての人が生き生きと活躍で

きるまちづくり 

（鏡野町女性活躍推進計画） 

  

      

      【重点目標２】 

仕事と生活の調和を図る 

（ワーク・ライフ・バランスの推進） 
      

       

       

      【重点目標１】 

あらゆる暴力の根絶 

（鏡野町ＤＶ防止計画） 
   

【基本目標Ⅲ】 

すべての人が安心して暮らせる

まちづくり 

  

 

      

 

      【重点目標２】 

生涯を通じた健康づくり支援        

        

       【重点目標３】 

防災への取組みと、安全・安心の確保        
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第３節 基本目標Ⅰ 男女共同参画社会の基盤づくり 

 

 

重点目標１ 男女共同参画社会の視点に立った慣習・慣行の見直し 

 

最近では「男女共同参画」という言葉も、多くの人に浸透しつつあり、町民アンケートの結果

からもわかるように、男性が外で働き生活費を稼ぐべきであるという考えや、家事・育児・介護

等、家庭内の仕事を女性がするべきであるという思いが少なくなっている傾向にあります。 

以上のような、固定的な役割分担意識が解消され、家庭・職場・地域社会等のあらゆる場面に

おいてすべての人が平等であることを促す啓発活動を今後も推進するとともに、情報提供や関

係資料の充実に努めます。 

 

        男性は外で働き、女性は家庭を守るべきだ  （単位 人） 

  そう思う 
どちらといえば

そう思う 

どちらかといえ

ばそう思わない 
そう思わない 

男 性 4 26 53 111 

女 性 5 17 40 187 

その他 0 0 0 2 

 

 

出典：令和４年度 鏡野町町民アンケート集計結果 

n=445 

n=194 

n=249 

n=2 

注）％表示の小数第 1 位を四捨五入しているため合計が 100％にならない場合がある 
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      男性も家事・子育て・介護などの責任を分担するべきだ （単位 人） 

  そう思う 
どちらといえば

そう思う 

どちらかといえ

ばそう思わない 
そう思わない 

男 性 96 83 12 4 

女 性 168 66 9 8 

その他 2 0 0 0 

 
 

     男の子は男の子らしく、女の子は女の子らしく育てるべきだ （単位 人） 

  そう思う 
どちらといえば

そう思う 

どちらかといえ

ばそう思わない 
そう思わない 

男 性 34 66 40 55 

女 性 28 52 69 100 

その他 0 0 0 2 

 

 

100%

67%

49%

60%

0%

27%

43%

33%

0%

4%

6%

5%

0%

3%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

女 性

男 性

全 体

そう思う どちらといえば

そう思う

どちらかといえば

そう思わない

そう思わない

n=195

n=251

n=2

n=446

n=195

n=249

n=2

n=448 

注）％表示の小数第 1位を四捨五入しているため合計が 100％にならない場合がある 

注）％表示の小数第 1位を四捨五入しているため合計が 100％にならない場合がある 
出典：令和４年度 鏡野町町民アンケート集計結果 
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重点目標２ 男女共同参画に関する情報収集と調査研究の推進 

 

 男女共同参画を推進することは、すべての人の人権が尊重され、一人の人間として能力が発

揮できる社会の実現に繋がると考えられます。 

 下記の表のとおり、ＬＧＢＴ※という言葉も浸透し、性別のあり方がより細かく分類、多様化

されることが言われています。すべての人の人権が尊重されて、能力が発揮できる機会が確保

された社会の実現に努めます。 

 また、今後も町民アンケートにおいて意識調査を行います。 

 

「性的マイノリティ」や「ＬＧＢＴ」という言葉をご存じでしたか。 

 

出典：令和４年度 鏡野町町民アンケート集計結果 

 

※ＬＧＢＴ（エル・ジー・ビー・ティー） 

 レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダーの頭文字。性的少数者全般を表

す。性分化疾患（インターセックス）やＸジェンダーも包括的に含む考えもある。 

注）ＬＧＢＴ以外に男女どちらにも恋愛感情を抱かない人（アセクシャル）や、自分の性を決め

られない人（Ⅹジェンダー、クエスチョニング）など様々な人がいることから自身の性自認や

性的指向が定まっていない人を表すＱが加わり、ＬＧＢＴＱという単語に置き換わってきた。

そうした定義に定まらない多様な人々を含めて、ＬＧＢＴＱ＋という表現が使われることもあ

る。
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重点目標３ 男女平等に関する教育・学習の推進 

 

町民一人ひとりが男女共同参画に関する理解をより深められるように、情報提供をすること

に加え、学習機会の提供の充実を図り、啓発活動の担い手となる人材の育成に努めます。 

 

 

◆基本目標Ⅰの推進する施策の内容 

施 策 概 要 

広報・啓発活動の推進 

男女共同参画に関する情報を広く周知し、理解の促進を

図ります。 

●広報紙、町ホームページ等で啓発 

ＬＧＢＴ等についての理解の

促進 

性別にかかわらず、すべての人権が尊重されるよう男女

共同参画の理解に加え、ＬＧＢＴ等への理解を促進しま

す。 

●講演会等の開催による学習機会の充実 

●広報紙等での情報提供 

固定的な役割分担意識の改革 

固定的な性別役割分担意識を解消するために慣行の見直

しや、意識の改革を図ります。 

●職員の意識改革 

●定期的な男女共同参画推進委員会の開催 

女性の参画機会の推進 

男女双方の意見が反映されるよう、各種審議会、委員会等

への女性委員の登用を推進し、女性委員の割合を向上さ

せることを目指します。 

●各種委員への女性登用の促進 

●女性の登用状況の把握 

他団体とのネットワークの整

備 

国、岡山県、岡山県男女共同参画推進センター（ウィズセ

ンター）、他自治体等と情報交換を行い、連携しながら広

域的な男女共同参画の推進と内容の充実を図ります。 

●国や県による研修会等への積極的参加 

●各種団体の交流推進 

 

◆数値目標 

取組の内容 
現状値 

（令和４年度） 
数値目標 担当課 

男女共同参画に関する情報の啓発 １回 １回／年 まちづくり課 

研修会への参加 ２回 ２回／年 関係部署 
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第４節 基本目標Ⅱ すべての人がいきいきと活躍できるまちづくり（鏡野町女性職業生活活

躍推進計画） 

 

 

重点目標１ 性別にかかわらず、平等に参画できる機会づくり 

 

男女共同参画社会の形成には、性別にかかわることなく男女がさまざまな分野において、共

同し、企画立案の段階から参画することが重要です。現状では、委員会や審議会等への女性の

登用は増えてきていますがまだ少ないため、男女の意見が同程度の割合で反映されるというこ

とは難しいことがうかがえます。 

あらゆる分野で政策・方針決定等の過程へ男女が対等に参画し、その意見が等しく反映でき

るように、審議会や行政委員会の委員、団体の役員等のあらゆる分野で女性の登用を推進しま

す。 

 

 

重点目標２ 仕事と生活の調和を図る（ワーク・ライフ・バランスの推進） 

 

 誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育てや介護、

家庭、地域活動、自己啓発等の生活に係る個人の時間を持ちつつ、健康で豊かな生活を送るこ

とができるよう、仕事と生活の調和がとれた社会の構築が求められています。 

 そのためには、男女ともに家事・育児等に協力して取り組む必要がありますが、現実には、男

性が仕事を優先して長時間労働を行い、女性が家庭生活を優先する結果となっています。 

 男女ともに仕事と生活の調和を図っていくために、性別にかかわらず育児・介護休業制度を

取得しやすくすることや、育児や介護等のために一度職場を離れた方が再度職場に復帰しやす

くする制度の充実を図る必要があります。 
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◆基本目標Ⅱの推進する施策の内容 

施 策 概 要 

就労環境の整備の促進 

職場における男女共同参画を推進するために、事業者及び就業

者に対する啓発を行います。 

●事業所への啓発 

ワーク・ライフ・バランスの

推進 

仕事と家庭の両立のため、ワーク・ライフ・バランスに関する

啓発や情報提供を推進し、「仕事と生活の調和」を実現します。 

●ワーク・ライフ・バランスの考え方の普及啓発 

●事業所へワーク・ライフ・バランスの重要性の周知 

多様なニーズを考慮した就

業支援 

女性の再就職・職域拡大に向け、関係機関と連携し、雇用・労

働環境に関する情報を提供します。 

特に、子育てや介護を行う家族の負担軽減に加え、多様なニー

ズに対応した各種福祉サービスの充実を図ります。 

●子育て支援、保育サービスの充実 

●介護・福祉サービスの充実 

家庭における男女共同参画

の推進 

男性への家事・育児・介護への参加促進を図ります。 

●男性の家事・育児・介護への参加促進の啓発 

 

 

◆数値目標 

取組の内容 現状値 

（令和４年度） 

数値目標 担当課 

事業所に向けたワーク・ライ

フ・バランスの重要性を啓発 
０回 １回／年 まちづくり課 

女性委員の登用率の向上 

（委員数） 
２６．５６％ ３５％／計画期間中 関係部署 

女性職員の登用率の向上 

（管理職） 
６．９％ １５％／計画期間中 総務課 

女性職員割合の継続 

（全体） 
５３．０９％ 

５０％以上継続／計

画期間中 
総務課 

女性職員割合の継続 

（一般行政職） 
３３．０９％ 

３０％以上継続／計

画期間中 
総務課 

保育園等の待機児童数削減 ９人 ０人／計画期間中 子育て支援課 
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第５節 基本目標Ⅲ すべての人が安心して暮らせるまちづくり 

 

 

重点目標１ あらゆる暴力の根絶（鏡野町ＤＶ防止計画） 

 

 男女共同参画の実現のためには、性別や年齢にかかわらず、一人ひとりがいきいきと輝きな

がら暮らせる環境が必要です。しかしながら、実際にはそれを脅かす嫌がらせなどの問題が多

くあります。中でもＤＶやセクシャルハラスメント、マタニティハラスメント、モラルハラス

メント等は重大な人権侵害です。 

 一人ひとりがお互いの人権を尊重し合い、安全・安心な生活を送ることができる環境を整え

るため、それらを阻害する暴力の防止と被害者支援を行うための相談体制の充実、他市町村や

関係機関との連携を図ります。 

 

 

重点目標２ 生涯を通じた健康づくり支援 

 

 何歳になっても安心して暮らせるまちづくりを実現させるために、生涯を通じた健康の保持・

増進のための支援を行います。 

 

 

重点目標３ 防災への取組みと、安全・安心の確保 

 

 すべての人の人権が尊重され、一人ひとりの能力が発揮できる機会が確保された社会の実現

につながるように努めます。 

 災害時の避難所について、避難者が安心して避難生活を送れるように、女性・男性それぞれ

の視点を取り入れお互い支え合える運営体制を作ります。 
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◆基本目標Ⅲの推進する施策の内容 

施 策 概 要 

あらゆる暴力を根絶するための

環境づくり 

ＤＶの防止に向けての意識啓発を図り、人権を阻害する

あらゆる暴力を根絶します。 

●広報紙、町ホームページ等で啓発 

被害者等に対する支援・救済体

制の確立 

セクハラやＤＶの被害者等の支援・救済体制を充実させ

ます。 

●支援体制の充実 

●関係機関との連携を強化 

健康づくり支援 

生涯にわたって健康に過ごせるように、健康診断を充実

させるとともに、健康づくりに関する講演会や運動を提

案・企画します。 

●講演会や教室の開催等による健康づくりの推進 

●特定健康診査の実施率の向上 

避難所の運営 

災害時の避難所生活でも安心して暮らせるような運営を

行います。 

●避難者のプライバシーの確保 

●安全で安心できる居住空間の充実 

 

 

◆数値目標 

取組の内容 現状値 

（令和４年度） 

数値目標 担当課 

人権に関する講演会の開催 １回 １回／年 
総合福祉課 

生涯学習課 

ＤＶ防止に関する広報 
１回 

（新成人に向けた広報） 
１回／年 関係部署 

健康づくりに関する講演会の開催 １回 １回／年 健康推進課 

防災訓練・防災イベントの開催 １回 ２回／年 くらし安全課 
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第５章 男女共同参画社会の推進について 

 

第１節 男女共同参画推進委員会の定期的な開催（ＰＤＣＡサイクルの確立） 

 

 男女共同参画社会の実現に向け、定期的に男女共同参画推進委員会を開催し、計画の進捗や

現状等の動向を見ながら、計画の確認を行います。 

 

 

第２節 庁舎内における推進体制の確立 

 

 男女共同参画の施策分野は、行政のあらゆる分野に関係があります。本計画の推進に当たっ

ては、庁舎内関係部署との十分な連携を図り、男女共同参画の意識啓発をはじめとした様々な

取組を推進します。 

 

◆庁舎内の推進体制 

関係部署 内 容 

まちづくり課 男女共同参画に関する啓発活動、施策の立案、関係機関との連携 

総合福祉課・子育て支援課・

健康推進課 
ＤＶ被害の防止、ＤＶ被害者等の相談 

生涯学習課 人権に関する施策の立案、講演会等の開催 

学校教育課・子育て支援課 学校・保育現場における男女共同参画の推進 

総務課・教育委員会 行政機関における男女共同参画の推進 
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第３節 関係機関との連携 

 

 男女共同参画の施策は、広範囲かつ多岐に渡る等、町単独では実施ができません。そのため

県や関係機関との連携に努め、情報の共有化や事業協力を図り、効果的に施策を推進します。 

 

 

◆主な関係機関 

団体名 住所 電話番号 

内閣府男女共同参画局 東京都千代田区永田町１－６－１ ０３－５２５３－２１１１ 

岡山県県民生活部 

人権・男女共同参画課 
岡山市北区内山下２－４－６ ０８６－２２６－０５５３ 

岡山県男女共同参画推進 

センター（ウィズセンター） 

岡山市北区南方２－１３－１ 

きらめきプラザ６階 
０８６－２３５－３３０７ 

岡山県女性相談所 
岡山市北区南方２－１３－１ 

きらめきプラザ５階 
０８６－２３５－６０６０ 

津山男女共同参画センター

（さん・さん） 

津山市新魚町１７ 

アルネ津山５階 
０８６８－３１－２５３３ 

岡山地方法務局 

津山支局 
津山市田町６４ ０８６８－２２－９１５５ 
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第６章 参考資料 

 

第１節 鏡野町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画の概要 

 

表題の計画は女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１９条に基づき、鏡野町長、

鏡野町議会議長、鏡野町教育委員会が策定する特定事業主行動計画です。この計画は、期間を

令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とし、女性の活躍推進に向けた体制整

備や、数値目標等を掲げています。その概要を参考資料として下記のとおり提示します。 

 

 

女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

 

 女性活躍推進法第１９条第３項及び、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号）第２条に基

づき、町長部局、町議会事務局、町教育委員会事務局において、それぞれの女性職員の職業生活

における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行いました。その結果、

下記のとおり目標を設定します。 

なお、この計画で定めている数値目標は、いずれも令和８年３月３１日までに達成すること

を目指しています。 

 

 

 

表 女性の活躍推進に向けた数値目標 

内 容 数 値 目 標 

管理的地位にある職員に占める女性割合 ３０％以上 

男性職員の配偶者出産休暇の取得割合 １００％（継続） 

制度が利用可能な女性職員の育児休業の取得率 １００％（継続） 

職員の年次有給休暇の平均取得率 ３５％以上 

年次有給休暇を３５％以上取得する職員の割合 ４割以上 
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第２節 用語の説明 

（５０音順） 

用 語 意味、定義 出 典 元 

アセクシャル 誰に対しても恋愛感情や性的欲求を抱かない人の

こと。 

レインボー 

プライド東京 

Ｍ字カーブ 

（女性の労働力率） 

女性の労働力率（１５歳以上に占める労働力人口

の割合）は、結婚・出産期に当たる年代に一旦低

下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するとい

うこと。 

内閣府 

男女共同参画局 

Ｘジェンダー 

（エックスジェンダー） 

「心の性」が男性、女性のどちらかに規定できな

い／しない人々のこと。 

レインボー 

プライド東京 

ＬＧＢＴＱ 

(エル・ジー・ビー・ティ

ー・キュー) 

レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランス

ジェンダー、クエスチョニングやクイアの頭文字。

性的少数者全般を表す。性分化疾患やＸジェンダ

ーも包括的に含む考えもある。 

レインボー 

プライド東京 

クエスチョニング 

クィア※ 

性自認や性的指向について、特定の枠に属さない

人、わからない人。 

※性的マイノリティを表す総称のひとつとしても

使われることがある。 

レインボー 

プライド東京 

ゲイ（Gay） 主に、男性同性愛者の呼び名。「ホモ」という言い

方が差別的に用いられる歴史があったため、同性

愛者が自ら名乗るようになった呼び名。 

レインボー 

プライド東京 

性自認 自分の性別をどのように認識しているかというこ

と。 

レインボー 

プライド東京 

性分化疾患 

（せいぶんかしっかん） 

「インターセックス」、「性分化疾患」 

身体の性の発達が先天的に非定型的である状態。 

 

ジェンダー 社会的・文化的に形成された性別のこと。 内閣府 

男女共同参画局 

ジェンダー・ギャップ 

指 数 （ Gender Gap 

Index：GGI） 

経済、教育、政治、保健の４つの分野のデータか

ら作成され、０が不平等、１が完全平等を意味し

ている。 

内閣府 

男女共同参画局 

ジェンダー不平等指数 

（ Gender Inequality 

Index：GII） 

リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健

康）、エンパワーメント、労働市場への参加の３つ

の側面における達成度の女性と男性の間の不平等

を映し出す指標。 

０（女性と男性が完全に平等な場合）～１（すべ

ての側面において、男女の一方が他方より不利な

状況に置かれている場合）の間の数字で表される。 

国連開発計画

（UNDP） 
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用 語 意味、定義 出 典 元 

男女共同参画社会 

基本法 

同法第２条では、男女共同参画社会の定義として

「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意

志によって社会のあらゆる分野における活動に

参画する機会が確保され、もって男女が均等に政

治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と

している。平成１１年６月に公布・施行された。 

内閣府 

男女共同参画局 

男女雇用機会均等法 職場における男女の取り扱い等を規定した法律。

昭和６０年に制定され翌年４月に施行された。そ

の後平成９年、平成１８年に改正された。 

令和２年６月より、職場におけるセクシュアルハ

ラスメント及び妊娠、出産、育児休業等に関する

ハラスメント防止対策が強化された。 

厚生労働省 

男性中心型労働慣行 勤続年数を重視しがちな年功的な処遇の下、長時

間勤務や転勤が当然とされている男性中心の働

き方等を前提とする労働慣行。 

内閣府 

第４次男女共同

参画基本計画 

ドメスティック・バイオ

レンス 

（Domestic Violence：

DV） 

ＤＶに明確な定義はないが、日本では「配偶者や

恋人など密接な関係にある、又はあった者から振

るわれる暴力」という意味で使用されることが多

い。 

内閣府 

男女共同参画局 

トランスジェンダー 性自認が身体的性別と対応しない人の呼び名 レインボー 

プライド東京 

配偶者からの暴力の 

防止及び被害者の保護

等に関する法律 

（ＤＶ防止法） 

配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立

支援等の体制を整備し、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護を図ることを目的とする法律。

平成１３年４月に公布され、同年１０月に施行さ

れており、令和６年４月１日から一部改正が施行

されます。 

内閣府 

男女共同参画局 

バイセクシュアル 男女どちらにも性愛感情が向く性のあり方のこ

と。両性愛者。 

ジョブレインボ

ー 

レズビアン 女性同性愛者の呼び名。「レズ」は蔑称。 レインボー 

プライド東京 
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第３節 関連する法律 

 

１．男女共同参画社会基本法 

  
 

２．女性の職業生活における活動の推進の関する法律（女性活躍推進法） 

  
 

３．配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法） 

  
 

４．鏡野町男女共同参画推進条例 

 

(目的) 

第 1 条 この条例は、全ての人が性別に関わりなく、社会の対等なパートナーとして、その個性と能力を

十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指すために基本理念を定め、町、町民及び事

業者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画を推進する施策の基本となる事項を定めることに

より、男女共同参画社会の形成を計画的に推進し、男女の人権が尊重され、その個性と能力が十分に発

揮できる社会を実現することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画社会 男女が性別に関わりなく、社会の対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野の活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に、政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、共に責任を担う社会のことをいう。 

(2) 事業者 町内において事業活動を行う個人、法人その他団体をいう。 

(基本理念) 

第 3 条 男女共同参画の推進は、次に掲げる事項を基本理念として行わなければならない。 

(1) 個人としての尊厳が重んじられ、性別による差別的扱いを受けないこと。 

(2) 社会の対等な一員として、町における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同し

て参画する機会が確保されること。 

(3) 性別による固定的な役割分担等を反映した社会の制度や慣行が、男女の社会における活動の選択

に対して、影響を及ぼすことのないようにされること。 
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(4) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援のもとに、家庭生活における活動と職業その他

の社会のあらゆる分野における活動と両立することができること。 

(5) 男女がお互いの身体的特徴及び性についての理解を深め、対等な関係のもと生涯にわたり健康な

生活を営むことができるようにすること。 

(町の責務) 

第 4 条 町は、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策を策定し、実施しなければならな

い。 

2 町は、町民、事業者、国及び他の地方公共団体との連携と協力を図り、前項の施策に取り組まなけれ

ばならない。 

(町民の責務) 

第 5 条 町民は、基本理念にのっとり、男女共同参画について理解を深め、家庭、地域、職場、学校その

他の社会のあらゆる分野において、男女共同参画の推進に積極的に取り組むものとする。 

(事業者の責務) 

第 6 条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たり、男女共同参画の推進に自主的か

つ積極的に取り組むともに、町が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。 

(教育に携わる者の役割) 

第 7 条 学校教育、社会教育その他のあらゆる分野の教育に携わる者は、男女共同参画社会の形成に果た

す教育の重要性を深く認識し、基本理念に配慮した教育を行うよう努めるものとする。 

(性別による権利侵害等の禁止) 

第 8 条 何人も、家庭、地域、職場、学校その他のあらゆる分野において、次に掲げる行為を行ってはな

らない。 

(1) 性別を理由とする権利侵害及び差別的取扱い 

(2) 性的な言動により、相手方の生活環境を害する又は不利益を与える行為 

(3) 配偶者、恋人、その他親密な関係にある者への身体的、精神的、経済的、社会的及び性的な苦痛

を与える暴力行為 

(相談の対応等) 

第 9 条 町は、性別による権利の侵害等に関する町民又は事業者からの相談に対応することができるよ

う、相談体制の整備を図るとともに、関係機関との連携を図り、適切な対応に努めるものとする。 

(委任) 

第 10 条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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５．鏡野町男女共同参画社会推進委員会規則 

(平成２1年７月１日規則第１２号) 

 

最終改正：平成３０年５月１６日規則第１２号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、すべての人が性別にかかわりなく、社会の対等なパートナーとして、その個性と

能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指すことを目的とし、鏡野町男女共

同参画社会推進委員会(以下「委員会」という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(所掌事務) 

第2条 委員会の所掌する事務は、次に掲げる事項とする。 

(1) 男女共同参画社会を実現するための施策に関する事項 

(2) 男女共同参画社会基本計画の策定及び評価に関する事項 

(3) その他男女共同参画社会づくりに必要な事項 

(組織) 

第3条 委員会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

2 会長、副会長は、委員の互選によってこれを定める。 

3 会長は、委員会を代表し、会を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

5 委員の数は、20人以内とし、下記に該当する者から町長が委嘱する。 

(1) 公募による者 

(2) 学識経験を有する者又は男女共同参画に関して知識及び理解のある者 

(3) 庁内関係部署及び関係機関の職員 

(4) その他町長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第4条 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

2 会長において特別の事由があると認めたときは、前項の規定にかかわらず、その任期中において

も、これを免じ、又は解嘱することができる。 

(会議) 

第5条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

4 委員会は、必要に応じて関係者に出席を求め、意見を聴くことができる。 

(意見の聴取) 

第6条 委員会は、必要に応じ有識者等から意見を聞くことができる。 

(事務局) 

第7条 委員会の事務を処理するため、まちづくり課に事務局を置く。 

(報酬及び費用弁償) 
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第8条 委員の報酬及び費用弁償の支給については、鏡野町非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償

に関する条例(平成17年鏡野町条例第51号)の定めるところによる。 

(その他) 

第9条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規則は、平成21年7月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月30日規則第25号) 

この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年5月16日規則第12号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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鏡野町男女共同参画社会推進委員会 委員名簿 
任期：令和５年８月１０日～令和７年３月３１日 

所  属 氏 名 備 考 

鏡野町教育委員会 教育長職務代理 石原 昭和 会長 

鏡野町区長会 会長 北山 政士  

鏡野町民生児童委員会 女性部 部長 椋代 京子  

鏡野町婦人協議会 副会長 浅山 玉江  

鏡野町栄養委員会 会長 小林 節子  

鏡野町愛育委員会 副会長 藤木 さゆみ  

鏡野町商工会 女性部 部長 小原 万寿子  

町内企業 

株式会社山田養蜂場 取締役執行委員 
山田 紘子  

町内企業 

一般財団法人共愛会 

芳野病院 地域連携課 課長 

萩原 仁美  

関係機関職員 

岡山県男女共同参画推進センター 所長 
田野 広子  

学識経験者 

美作大学 准教授 
津々 清美 副会長 

一般公募 野口 貴子  

町内関係部署 

鏡野町役場 総務課長 
安道 智秋  

町内関係部署 

鏡野町役場 総合福祉課長 
水島 剛  

町内関係部署 

鏡野町役場 生涯学習課長 
小原 克則  

 

鏡野町男女共同参画社会推進委員会 事務局 

所  属 氏 名 備 考 

鏡野町役場 まちづくり課長 柳井 和彦  

鏡野町役場 まちづくり課長補佐 山本 泰成  

鏡野町役場 まちづくり課 主任 築山 美津子  

 


